
 

平成３０年度北海道介護サービス情報の公表に関する報告・調査・情報公表計画 

１ 目的 

  介護保険法第１１５条の３５の規定による介護サービス情報の報告等の実施に関して、北海道介

護サービス情報の公表実施要綱（以下「実施要綱」という。) 第７条の規定により、介護保険法施

行令第３７条の２第１項、第３７条の５第１項及び第３７条の１１第１項において準用する第３７

条の５第１項の規定に基づく、報告、調査及び情報公表のそれぞれの計画を一体の計画（以下「計

画」という。）として策定するものとする。 

２ 計画の基準日 

  平成３０年４月１日 

３ 計画の期間 

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの１年間 

４ 対象となる介護サービス 

介護保険法施行規則第１４０条の４３の規定に基づき、別表１のとおり。 

５ 報告及び情報公表について 

(1) 対象となる事業所等 

実施要綱第６条第１項から第３項に規定する事業所等とし、別表２のとおりとする。 

なお、実施要綱第６条第３項の規定により、少額事業所等が報告及び情報公表を希望する場合

は、別紙様式１により申し出ることとし、申出に基づき別表２に登載することとする。 

(2) 介護サービス情報の内容 

   実施要綱第７条第４項の規定による「基本情報」と「運営情報」とする。 

   なお、新たに介護サービスの提供を開始しようとする事業所等及び介護サービスを再開した事

業所等については、「基本情報」のみとする。 

(3)  報告の方法等 

報告は、「介護サービス情報報告システム」（以下「システム」という。）を利用し、該当す

るサービスの調査票を作成（入力）することとし、提出先は、実施要綱第３条に規定する指定情

報公表センターである「北海道介護サービス情報公表センター」（以下「公表センター」という。）

とする。 

なお、システムを利用できない事業所等は、公表センターに連絡し、送付される調査票（電子

媒体を含む）に記入し報告することとする。 

また、別紙様式１による申出についても、公表センターで受理し、申出の内容について別表２

に登載することとする。 

(4) 事業所等ごとの提出期限 

   別表２のとおりとする。 

   なお、別紙様式１による申出を行った事業所等については、申出のあった翌月２０日まで、介

護サービスを再開する事業所等については、再開する月ごとに定める期日とする。 

ただし、当該日が土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日に当たる場合は、

その直前の公表センターの業務日とする。 

(5) 事業所等ごとの公表を行う月 

   別表２のとおりとする。 

   なお、調査の対象となる事業所等については、実施要綱第４条に規定する指定調査機関が、当



 

該事業所等の調査を行った月の翌々月末とする。 

６ 調査について 

(1) 対象となる事業所等 

実施要綱第６条第５項から第８項に規定する事業所等とし、別表２のとおりとする。 

なお、実施要綱第６条第８項の規定により、事業所等が調査を希望する場合は、別紙様式１に

より申し出ることとし、公表センターは、申出のあった事業所等について別表２に登載する。 

(2) 事業所等ごとの調査を行う月 

別表２のとおりとする。 

なお、別紙様式１による申出を行った事業所等については、公表センターにおいて、報告に係

る調査票を受理した日のおおむね１ヶ月後とする。 

 (3) 事業所等ごとの調査を行う指定調査機関 

   別表２のとおりとする。 

   なお、別紙様式１による申出を行った事業所等については、公表センターにおいて、申出を受

理した後、別表２に登載し公表することとする。 

(4) 手数料の納付 

   実施要綱第８条第２項の規定により、調査対象事業所は、報告後速やかに調査手数料を納付し

なければならない。 

  なお、実施要綱第８条第３項の規定により、調査手数料を納付しなければ調査を受けることがで

きない。 

７ 報告・調査・公表の義務を負わない事業所 

別表２に登載された事業所のうち、介護保険法施行規則第１４０条の４４第１号の規定に該当す

る事業所等については、別紙様式２により公表センターに申し出ることにより、報告、調査及び公

表の義務を負わないものとする。 

８ 計画に関する事業所等からの申出 

(1) 報告、調査及び公表の対象として別表２に登載された事業所等が、調査予定月に調査を受ける

ことができないなどの場合には、別紙様式３により公表センターに変更を申し出ることができる。 

(2) 公表センターは、事業所等から申出のあった内容を確認し、その理由がやむを得ないものであ

ると認められる場合には、当該事業所等に係る計画を変更するとともに、当該事業所等に通知す

ることとする。また、調査に関する変更の場合は、担当する指定調査機関に通知することとする。 

９ 計画の管理 

  公表センターは、計画の進捗状況等の管理を行い、計画に関する事業所等からの申出等を受け付

け、適宜、計画の変更等の対応を行うこととし、計画の変更等については、知事に報告することと

する。 

10 計画に対する意見等 

  計画の対象となる事業所等は、計画に定められた事項に対する意見等（８による申出を除く。）

がある場合には、計画の通知を受理した日から３０日以内に、公表センターに対して意見を述べる

ことができる。公表センターは、当該事業所等に正当な理由があると認められる場合、計画の変更

について配慮するよう努めることとする。 



別表１ 

 

１  訪問介護 

２  訪問入浴介護 

３  訪問看護 

４  訪問リハビリテーション 

５  通所介護 

６  通所リハビリテーション 

７  短期入所生活介護 

８  短期入所療養介護(診療所に係るものを除く。) 

９  特定施設入居者生活介護(養護老人ホームに係るものを除く。) 

10 福祉用具貸与 

11 特定福祉用具販売 

12 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

13 夜間対応型訪問介護 

14 地域密着型通所介護 

15 認知症対応型通所介護 

16 小規模多機能型居宅介護 

17 認知症対応型共同生活介護 

18 地域密着型特定施設入居者生活介護(養護老人ホームに係るものを除く。) 

19 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

20 複合型サービス 

21 居宅介護支援 

22 介護福祉施設サービス 

23 介護保健施設サービス 

24 介護予防訪問入浴介護 

25 介護予防訪問看護 

26 介護予防訪問リハビリテーション 

27 介護予防通所リハビリテーション 

28 介護予防短期入所生活介護 

29 介護予防短期入所療養介護(診療所に係るものを除く。) 

30 介護予防特定施設入居者生活介護(養護老人ホームに係るものを除く。) 

31 介護予防福祉用具貸与 

32 特定介護予防福祉用具販売 

33 介護予防認知症対応型通所介護 

34 介護予防小規模多機能型居宅介護 

35 介護予防認知症対応型共同生活介護 



 

                                       （別紙様式１） 

介護サービス情報の報告等の実施に係る申出書 

 

平成  年  月  日 

 北海道介護サービス情報公表センター所長 様 

 

事業者 住 所 

法人等名称 

代表者氏名                  印           

 

当事業者が運営する事業所等は、平成３０年度において、介護サービス情報の報告等の義務はあり

ませんが、介護サービス情報の報告等の実施について、次のとおり申し出ます。 

記 

１ 実施を希望する事業所 

事業所番号  サービス種類  

事業所等名  

所在地  

事業所番号  サービス種類  

事業所等名  

所在地  

事業所番号  サービス種類  

事業所等名  

所在地  

※ 北海道介護サービス情報の公表実施要綱第８条第３項14号に定める区分により、一体的に運営する 

全ての事業所について、記載してください。 

 

２ 実施を希望する内容 

 報告・公表   

  調査 （希望する調査月  平成   年   月） 

※ 希望する項目に✓（チェック）を記入してください。 

※ 今年度の調査は、平成３１年２月までに実施することとしています。 

 

担
当
者 

職  名  

氏  名  

電話番号  

e-mailｱﾄﾞﾚｽ  



 

（別紙様式２） 

介護サービス情報の報告等の義務がないことの申出書 

 

平成   年   月   日 

 

北海道介護サービス情報公表センター所長 様 

 

事業者 住所 

法人等名称 

代表者氏名                  印 

 

 当事業者が運営する事業所等については、介護保険法施行規則第１４０条の４４第１号に掲げる基

準に該当し、介護サービス情報の公表の対象とならない事業所であることを申し出るとともに、次の

内容に虚偽がないことを誓約します。 

記 

 

事業所番号  サービス種類  

事業所等名  指定年月日 平成  年  月  日 

所在地  

基準日前の１年間においてサービスの 

対価として支払いを受けた額 
円 

事業所番号  サービス種類  

事業所等名  指定年月日 平成  年  月  日 

所在地  

基準日前の１年間においてサービスの 

対価として支払いを受けた額 
円 

 

 

留意事項 

 １ 基準日前の１年間においてサービスの対価として支払いを受けた額が、１００万円以下の 

場合に、本書により申出を行うこと。 

２ 「基準日前の１年間においてサービスの対価として支払いを受けた額」について 

・ 国保連からの支払いはサービス提供月の２ヶ月後となることから、平成２９年２月１日 

から平成３０年１月３１日までに提供したサービスについて、国保連から支払いを受けた 

額と利用者負担額を合計した額となる。 

  ・ 社会福祉法人等で減免等を行っている場合は、当該減免後の額となる。  



 

（別紙様式３) 

介護サービス情報の公表に関する報告・調査・公表計画変更申出書 

 

平成  年  月  日 

 北海道介護サービス情報公表センター所長 様 

 

事業者 住 所 

法人等名称 

代表者氏名                  印 

 

当事業者が運営する事業所等に係る「平成３０年度北海道介護サービス情報の公表に関する報告・

調査・公表計画」について、次のとおり変更を申し出ます。 

記 

１ 変更を申し出る事業所等 

事業所番号  サービス種類  

事業所等名  

所在地  

事業所番号  サービス種類  

事業所等名  

所在地  

事業所番号  サービス種類  

事業所等名  

所在地  

 ※ 北海道介護サービス情報の公表実施要綱第８条第３項14号に定める区分により、一体的に運営する 

全ての事業所について、記載してください。 

 

２ 現行の計画の内容 

調査予定月   平成    年    月 

３ 変更を希望する内容 

  調査希望月   平成    年    月 

※ 今年度の調査は、平成３１年２月までに実施することとしています。 

４ 変更を希望する理由 

 

 

担
当
者 

職  名  

氏  名  

電話番号  

e-mailｱﾄﾞﾚｽ  

 


